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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
非磁性支持体の一方の表面側に強磁性粉末および結合剤を含む磁性層を有し、他方の表面
側に非磁性粉末および結合剤を含むバックコート層を有する磁気テープであって、
前記バックコート層の厚みは０．９０μｍ以下であり、
磁気テープ総厚は５．３０μｍ以下であり、
前記磁性層はサーボパターンを有し、
前記磁性層の表面において測定される中心線平均表面粗さＲａは１．８ｎｍ以下であり、
かつ
前記磁性層の面内方向について測定される屈折率Ｎｘｙと前記磁性層の厚み方向について
測定される屈折率Ｎｚとの差分、Ｎｘｙ－Ｎｚ、は０．２５以上０．４０以下である、磁
気テープ。
【請求項２】
前記非磁性支持体と前記磁性層との間に、非磁性粉末および結合剤を含む非磁性層を有す
る、請求項１に記載の磁気テープ。
【請求項３】
磁気テープ総厚は３．００μｍ以上５．３０μｍ以下である、請求項１または２に記載の
磁気テープ。
【請求項４】
前記磁性層の面内方向について測定される屈折率Ｎｘｙと前記磁性層の厚み方向について
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測定される屈折率Ｎｚとの差分、Ｎｘｙ－Ｎｚ、は０．２５以上０．３５以下である、請
求項１～３のいずれか１項に記載の磁気テープ。
【請求項５】
前記磁性層の表面において測定される中心線平均表面粗さＲａは１．２ｎｍ以上１．８ｎ
ｍ以下である、請求項１～４のいずれか１項に記載の磁気テープ。
【請求項６】
前記サーボパターンはタイミングベースサーボパターンである、請求項１～５のいずれか
１項に記載の磁気テープ。
【請求項７】
前記磁性層における前記強磁性粉末の含有量は、６０～９０質量％の範囲である、請求項
１～６のいずれか１項に記載の磁気テープ。
【請求項８】
前記磁性層は、前記強磁性粉末１００．０質量部に対して前記結合剤を１．０～２０．０
質量部の量で含む、請求項１～７のいずれか１項に記載の磁気テープ。
【請求項９】
請求項１～８のいずれか１項に記載の磁気テープを含む磁気テープカートリッジ。
【請求項１０】
請求項１～８のいずれか１項に記載の磁気テープと、磁気ヘッドと、を含む磁気テープ装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、磁気テープ、磁気テープカートリッジおよび磁気テープ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　磁気記録媒体にはテープ状のものとディスク状のものがあり、データバックアップ、ア
ーカイブ等のデータストレージ用途には、テープ状の磁気記録媒体、即ち磁気テープ（以
下、単に「テープ」とも記載する。）が主に用いられている。磁気テープへの情報の記録
は、通常、磁気テープのデータバンドに磁気信号を記録することにより行われる。これに
よりデータバンドにデータトラックが形成される。
【０００３】
　近年の情報量の莫大な増大に伴い、磁気テープには記録容量を高めること（高容量化）
が求められている。この高容量化のための手段としては、データトラックの幅を狭くする
ことにより、磁気テープの幅方向に、より多くのデータトラックを配置して記録密度を高
めることが挙げられる。
【０００４】
　しかしデータトラックの幅を狭くすると、磁気テープを磁気テープ装置（一般に、「ド
ライブ」と呼ばれる。）内で走行させて情報の記録および／または再生を行う際、磁気テ
ープの位置変動によって、磁気ヘッドがデータトラックに正確に追従することが困難とな
り、記録および／または再生時にエラーを起こし易くなってしまう。そこで、かかるエラ
ーの発生を抑制するための手段として、近年、サーボ信号を利用するヘッドトラッキング
サーボを用いたシステム（以下、「サーボシステム」と記載する。）が提案され、実用化
されている（例えば特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許第５６８９３８４号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
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　サーボシステムの中で、磁気サーボ方式のサーボシステムでは、サーボパターン（サー
ボ信号）を磁気テープの磁性層に形成し、このサーボパターンを磁気的に読み取ってヘッ
ドトラッキングを行う。より詳しくは、次の通りである。
　まずサーボヘッドにより、磁性層に形成されているサーボパターンを読み取る（即ち、
サーボ信号を再生する）。サーボパターンを読み取ることにより得られた値に応じて、磁
気テープ装置内で磁気ヘッドの位置を制御する。これにより、情報の記録および／または
再生のために磁気テープ装置内で磁気テープを搬送する際、磁気テープの位置が変動して
も、磁気ヘッドがデータトラックに追従する精度を高めることができる。例えば、磁気テ
ープを磁気テープ装置内で搬送して情報の記録および／または再生を行う際、磁気テープ
の位置が磁気ヘッドに対して幅方向に変動しても、ヘッドトラッキングサーボを行うこと
により、磁気テープ装置内で磁気テープの幅方向における磁気ヘッドの位置を制御するこ
とができる。こうして、磁気テープ装置において磁気テープに正確に情報を記録すること
、および／または、磁気テープに記録されている情報を正確に再生すること、が可能とな
る。
【０００７】
　ところで、磁気テープは、通常、磁気テープカートリッジに収容されて流通され、使用
される。磁気テープカートリッジの１巻あたりの記録容量を高めるためには、磁気テープ
カートリッジ１巻に収容される磁気テープ全長を長くすることが望ましい。このためには
、磁気テープの総厚を薄くすること（以下、「薄型化」とも記載する。）が求められる。
【０００８】
　また、近年、磁気テープには、磁性層の表面平滑性を高めることが求められている。磁
性層の表面平滑性を高めることは、電磁変換特性の向上につながるためである。
【０００９】
　以上の点に鑑み本発明者は、総厚を薄くし、かつ磁性層の表面平滑性を高めた磁気テー
プを、サーボシステムに適用することを検討した。しかるに、かかる検討の中で、磁気テ
ープの総厚を薄くし、かつ磁性層の表面平滑性を高めると、サーボシステムにおいてサー
ボ信号再生時に信号欠陥の発生頻度が増加するという、従来知られていなかった現象が生
じることが明らかとなった。かかる信号欠陥の一例としては、サーマルアスペリティと呼
ばれる信号欠陥が挙げられる。サーマルアスペリティは、磁気抵抗効果型（ｍａｇｎｅｔ
ｏｒｅｓｉｓｔｉｖｅ；ＭＲ）素子を搭載したＭＲヘッドを備えたシステムにおいて、Ｍ
Ｒ素子に局所的な温度変化が発生することによってＭＲ素子の抵抗値が変動することに起
因して生じる再生波形の変動である。サーボ信号再生時に信号欠陥が発生すると、発生箇
所ではヘッドトラッキングを行うことが困難になってしまう。したがって、サーボシステ
ムを用いて、磁気テープへ情報をより正確に記録し、および／または、磁気テープに記録
されている情報をより正確に再生するためには、サーボ信号再生時の信号欠陥の発生頻度
を低減することが求められる。
【００１０】
　本発明の一態様は、総厚を薄くし、かつ磁性層の表面平滑性を高めた磁気テープにおい
て、サーボシステムにおける信号欠陥の発生頻度を低減することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の一態様は、
　非磁性支持体上に強磁性粉末および結合剤を含む磁性層を有する磁気テープであって、
　磁気テープ総厚は５．３０μｍ以下であり、
　上記磁性層はサーボパターンを有し、
　上記磁性層の表面において測定される中心線平均表面粗さＲａ（以下、「磁性層表面粗
さＲａ」とも記載する。）は１．８ｎｍ以下であり、かつ
　上記磁性層の面内方向について測定される屈折率Ｎｘｙと上記磁性層の厚み方向につい
て測定される屈折率Ｎｚとの差分の絶対値ΔＮ（以下、「（磁性層の）ΔＮ」とも記載す
る。）は０．２５以上０．４０以下である、磁気テープ、
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　に関する。
【００１２】
　一態様では、Ｎｘｙ＞Ｎｚであることができ、上記屈折率Ｎｘｙと上記屈折率Ｎｚとの
差分（Ｎｘｙ－Ｎｚ）が０．２５以上０．４０以下であることができる。
【００１３】
　一態様では、上記磁気テープは、上記非磁性支持体と上記磁性層との間に、非磁性粉末
および結合剤を含む非磁性層を有することができる。
【００１４】
　一態様では、上記磁気テープ総厚は、３．００μｍ以上５．３０μｍ以下であることが
できる。
【００１５】
　一態様では、上記磁気テープは、上記非磁性支持体の上記磁性層を有する表面側とは反
対の表面側に、非磁性粉末および結合剤を含むバックコート層を有することができる。
【００１６】
　一態様では、上記磁性層表面粗さＲａは、１．２ｎｍ以上１．８ｎｍ以下であることが
できる。
【００１７】
　一態様では、上記サーボパターンは、タイミングベースサーボパターンであることがで
きる。
【００１８】
　本発明の一態様は、上記磁気テープを含む磁気テープカートリッジに関する。
【００１９】
　本発明の一態様は、上記磁気テープと、磁気ヘッドと、を含む磁気テープ装置に関する
。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明の一態様によれば、薄型化され、かつ表面平滑性が高い磁性層にサーボパターン
を有する磁気テープであって、サーボシステムにおけるサーボ信号再生時の信号欠陥の発
生頻度が低減された磁気テープ、ならびに、この磁気テープを含む磁気テープカートリッ
ジおよび磁気テープ装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】データバンドおよびサーボバンドの配置例を示す。
【図２】ＬＴＯ（Ｌｉｎｅａｒ－Ｔａｐｅ－Ｏｐｅｎ） Ｕｌｔｒｉｕｍフォーマットテ
ープのサーボパターン配置例を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
［磁気テープ］
　本発明の一態様は、非磁性支持体上に強磁性粉末および結合剤を含む磁性層を有する磁
気テープであって、磁気テープ総厚は５．３０μｍ以下であり、上記磁性層はサーボパタ
ーンを有し、磁性層表面粗さＲａは１．８ｎｍ以下であり、かつ磁性層のΔＮは０．２５
以上０．４０以下である、磁気テープに関する。
　以下、上記磁気テープについて、更に詳細に説明する。以下の記載には、本発明者の推
察が含まれる。かかる推察によって本発明は限定されるものではない。また、以下では、
図面に基づき例示的に説明することがある。ただし、例示される態様に本発明は限定され
るものではない。
【００２３】
＜磁性層＞
（磁性層表面粗さＲａ）
　上記磁気テープの磁性層表面において測定される中心線平均表面粗さＲａ（磁性層表面
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粗さＲａ）は、１．８ｎｍ以下である。磁性層表面粗さＲａが１．８ｎｍ以下であり、か
つ総厚が５．３０μｍ以下である磁気テープは、何ら対策を施さなければ、サーボシステ
ムにおいて、サーボ信号再生時に信号欠陥の発生頻度が増加してしまう。これに対し、磁
性層のΔＮが０．２５以上０．４０以下である上記磁気テープは、磁性層表面粗さＲａが
１．８ｎｍ以下であり、かつ総厚が５．３０μｍ以下であるにもかかわらず、サーボ信号
再生時に信号欠陥の発生を抑制することができる。この点に関する本発明者の推察は、後
述する。また、磁性層表面粗さＲａが１．８ｎｍ以下である上記磁気テープは、優れた電
磁変換特性を示すことができる。電磁変換特性の更なる向上の観点からは、磁性層表面粗
さＲａは、１．７ｎｍ以下であることが好ましく、１．６ｎｍ以下であることがより好ま
しい。また、磁性層表面粗さＲａは、例えば１．２ｎｍ以上または１．３ｎｍ以上である
ことができる。ただし電磁変換特性向上の観点からは磁性層表面粗さＲａの値が小さいほ
ど好ましいため、上記例示した値を下回ってもよい。本発明および本明細書において、磁
気テープの「磁性層（の）表面」とは、磁気テープの磁性層側表面と同義である。
【００２４】
　本発明および本明細書における磁気テープの磁性層の表面において測定される中心線平
均表面粗さＲａは、原子間力顕微鏡（Ａｔｏｍｉｃ　Ｆｏｒｃｅ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ
；ＡＦＭ）により磁性層表面の面積４０μｍ×４０μｍの領域において測定される値とす
る。測定条件の一例としては、下記の測定条件を挙げることができる。後述の実施例に示
す磁性層表面粗さＲａは、下記測定条件下での測定によって求められた値である。
　ＡＦＭ（Ｖｅｅｃｏ社製Ｎａｎｏｓｃｏｐｅ４）をタッピングモードで用いて磁気テー
プの磁性層の表面の面積４０μｍ×４０μｍの領域を測定する。探針としてはＢＲＵＫＥ
Ｒ社製ＲＴＥＳＰ－３００を使用し、スキャン速度（探針移動速度）は４０μｍ／秒、分
解能は５１２ｐｉｘｅｌ×５１２ｐｉｘｅｌとする。
【００２５】
　磁性層表面粗さＲａは、公知の方法により制御することができる。例えば、磁性層に含
まれる各種粉末（例えば、強磁性粉末、任意に含まれ得る非磁性粉末等）のサイズ、磁気
テープの製造条件等により磁性層表面粗さＲａは変わり得る。したがって、これらを調整
することにより、磁性層表面粗さＲａが１．８ｎｍ以下の磁気テープを得ることができる
。
【００２６】
（サーボパターン）
　上記磁気テープは、磁性層にサーボパターンを有する。磁性層へのサーボパターンの形
成は、サーボライトヘッドにより、磁性層の特定の位置を磁化することにより行われる。
ヘッドトラッキングサーボを可能とするためのサーボパターンの形状および磁性層におけ
る配置は公知である、上記磁気テープの磁性層が有するサーボパターンについては、公知
技術を適用することができる。例えば、ヘッドトラッキングサーボの方式としては、タイ
ミングベースサーボ方式と振幅ベースサーボ方式が知られている。上記磁気テープの磁性
層が有するサーボパターンは、いずれの方式のヘッドトラッキングサーボを可能とするサ
ーボパターンでもよい。また、タイミングベースサーボ方式でのヘッドトラッキングサー
ボを可能とするサーボパターンと振幅ベースサーボ方式でのヘッドトラッキングサーボを
可能とするサーボパターンとが磁性層に形成されていてもよい。
【００２７】
　以下に、ヘッドトラッキングサーボの具体的態様の１つとして、タイミングベースサー
ボ方式のヘッドトラッキングサーボについて記載する。ただし本発明におけるヘッドトラ
ッキングサーボは、下記具体的態様に限定されるものではない。
【００２８】
　タイミングベースサーボ方式のヘッドトラッキングサーボ（以下、「タイミングベース
サーボ」と記載する。）では、二種以上の異なる形状の複数のサーボパターンを磁性層に
形成し、サーボヘッドが、異なる形状の２つのサーボパターンを読み取った時間間隔と、
同種の形状の２つのサーボパターンを読み取った時間間隔と、によりサーボヘッドの位置
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を認識する。こうして認識されたサーボヘッドの位置に基づき、磁気テープの幅方向にお
ける磁気ヘッドの位置が制御される。ここで位置制御が行われる磁気ヘッドは、一態様で
は磁気テープに記録された情報を再生する磁気ヘッド（再生ヘッド）であり、他の一態様
では磁気テープに情報を記録する磁気ヘッド（記録ヘッド）である。
【００２９】
　図１に、データバンドおよびサーボバンドの配置例を示す。図１中、磁気テープ１の磁
性層には、複数のサーボバンド１０が、ガイドバンド１２に挟まれて配置されている。２
本のサーボバンドに挟まれた複数の領域１１が、データバンドである。サーボパターンは
、磁化領域であって、サーボライトヘッドにより磁性層の特定の領域を磁化することによ
って形成される。サーボライトヘッドにより磁化する領域（サーボパターンを形成する位
置）は規格により定められている。例えば、業界標準規格であるＬＴＯ　Ｕｌｔｒｉｕｍ
フォーマットテープには、磁気テープ製造時に、図２に示すようにテープ幅方向に対して
傾斜した複数のサーボパターンが、サーボバンド上に形成される。詳しくは、図２中、サ
ーボバンド１０上のサーボフレームＳＦは、サーボサブフレーム１（ＳＳＦ１）およびサ
ーボサブフレーム２（ＳＳＦ２）から構成される。サーボサブフレーム１は、Ａバースト
（図２中、符号Ａ）およびＢバースト（図２中、符号Ｂ）から構成される。Ａバーストは
サーボパターンＡ１～Ａ５から構成され、ＢバーストはサーボパターンＢ１～Ｂ５から構
成される。一方、サーボサブフレーム２は、Ｃバースト（図２中、符号Ｃ）およびＤバー
スト（図２中、符号Ｄ）から構成される。ＣバーストはサーボパターンＣ１～Ｃ４から構
成され、ＤバーストはサーボパターンＤ１～Ｄ４から構成される。このような１８本のサ
ーボパターンが５本と４本のセットで、５、５、４、４、の配列でサブフレームに配置さ
れ、サーボフレームを識別するために用いられる。図２には、説明のために１つのサーボ
フレームを示した。ただし、実際には、タイミングベースサーボ方式のヘッドトラッキン
グサーボが行われる磁気テープの磁性層では、各サーボバンドに、複数のサーボフレーム
が走行方向に配置されている。図２中、矢印は走行方向を示している。例えば、ＬＴＯ　
Ｕｌｔｒｉｕｍフォーマットテープは、通常、磁性層の各サーボバンドに、テープ長１ｍ
あたり５０００以上のサーボフレームを有する。サーボヘッドは、磁気テープ装置内で搬
送される磁気テープの磁性層表面と接触し摺動しながら、複数のサーボフレームにおいて
順次サーボパターンの読み取りを行う。
【００３０】
　タイミングベースサーボ方式のヘッドトラッキングサーボでは、異なる形状の２つのサ
ーボパターンをサーボヘッドが読み取った（サーボ信号を再生した）時間間隔と、同種の
形状の２つのサーボパターンを読み取った時間間隔と、によりサーボヘッドの位置を認識
する。時間間隔は、通常、サーボ信号の再生波形のピークの時間間隔として求められる。
例えば、図２に示す態様では、ＡバーストのサーボパターンとＣバーストのサーボパター
ンが同種の形状のサーボパターンであり、ＢバーストのサーボパターンとＤバーストのサ
ーボパターンが同種の形状のサーボパターンである。Ａバーストのサーボパターンおよび
Ｃバーストのサーボパターンは、ＢバーストのサーボパターンおよびＤバーストのサーボ
パターンとは形状が異なるサーボパターンである。異なる形状の２つのサーボパターンを
サーボヘッドが読み取った時間間隔とは、例えば、Ａバーストのいずれかのサーボパター
ンを読み取った時間とＢバーストのいずれかのサーボパターンを読み取った時間との間隔
である。同種の形状の２つのサーボパターンをサーボヘッドが読み取った時間間隔とは、
例えば、Ａバーストのいずれかのサーボパターンを読み取った時間とＣバーストのいずれ
かのサーボパターンを読み取った時間との間隔である。タイミングベースサーボ方式のヘ
ッドトラッキングサーボは、上記の時間間隔が設定値からずれた場合、時間間隔のズレは
磁気テープの幅方向の位置変動に起因して発生することを前提とするシステムである。設
定値とは、磁気テープが幅方向で位置変動を起こさずに走行する場合の時間間隔である。
タイミングベースサーボシステムでは、求められた時間間隔の設定値からのズレの程度に
応じて、磁気ヘッドを幅方向に移動させる。詳しくは、時間間隔の設定値からのズレが大
きいほど、磁気ヘッドを幅方向に大きく移動させる。この点は、図１および図２に示す態
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様に限定されずタイミングベースサーボシステム全般に当てはまる。
【００３１】
　例えばタイミングベースサーボシステムを用いる磁気テープ装置において、サーボ信号
再生時に信号欠陥が発生すると、欠陥が発生した箇所（サーボフレーム）では時間間隔の
測定結果を得ることが困難になる。その結果、磁気テープを走行させて磁気ヘッドによっ
て磁気信号（情報）の記録または再生を行う際に磁気ヘッドを幅方向に移動させてヘッド
の位置決めを行うことが部分的に困難になってしまう。タイミングベースサーボシステム
に限らず、サーボシステムを用いる磁気テープ装置においてサーボ信号再生時に信号欠陥
が発生することは、磁気テープを走行させて磁気ヘッドによって磁気信号（情報）の記録
または再生を行う際に磁気ヘッドを移動させてヘッドの位置決めを行うことを部分的に困
難にしてしまう。
　以上の点に関し、本発明者の検討の中で、総厚が５．３０μｍ以下であり、かつ磁性層
表面粗さＲａが１．８ｎｍ以下である磁気テープでは、サーボ信号再生時に信号欠陥が顕
著に発生することが判明した。本発明者は、サーボ信号再生時の信号欠陥の発生原因とし
ては、サーボヘッドと磁性層表面との円滑な摺動が妨げられること（以下、「摺動性の低
下」と記載する。）が挙げられると考えている。総厚が５．３０μｍ以下であり、かつ磁
性層表面粗さＲａが１．８ｎｍ以下である磁気テープは、従来の磁気テープとは、サーボ
ヘッドと磁性層表面との接触状態が異なることが、摺動性低下の原因ではないかと本発明
者は推察している。ただし推察に過ぎない。
　これに対し本発明者の鋭意検討の結果、そのようなサーボ信号再生時の信号欠陥の発生
は、磁性層のΔＮを０．２５以上０．４０以下とすることにより抑制できることが明らか
となった。この点に関する本発明者の推察は、後述する。
【００３２】
（磁性層のΔＮ）
　本発明および本明細書において、磁性層の面内方向について測定される屈折率Ｎｘｙと
磁性層の厚み方向について測定される屈折率Ｎｚとの差分の絶対値ΔＮは、以下の方法に
よって求められる値とする。
　磁性層の各方向についての屈折率は、分光エリプソメトリーにより２層モデルを用いて
求めるものとする。分光エリプソメトリーにより２層モデルを用いて磁性層の屈折率を求
めるためには、磁性層と隣接する部分の屈折率の値が用いられる。以下では、非磁性支持
体上に非磁性層と磁性層とがこの順に積層された層構成を有する磁気テープについて、磁
性層の屈折率ＮｘｙおよびＮｚを求める場合を例に説明する。ただし、本発明の一態様に
かかる磁気テープは、非磁性支持体上に非磁性層を介さずに磁性層が直接積層された層構
成の磁気テープであることもできる。かかる構成の磁気テープについては、磁性層と非磁
性支持体との２層モデルを用いて、以下の方法と同様に磁性層の各方向についての屈折率
を求める。また、以下に記載の入射角度は、垂直入射の場合の入射角度を０°としたとき
の入射角度である。
（１）測定用試料の準備
　非磁性支持体の磁性層を有する表面とは反対側の表面上にバックコート層を有する磁気
テープについては、磁気テープから切り出した測定用試料のバックコート層を除去した後
に測定を行う。バックコート層の除去は、バックコート層を溶媒を用いて溶解する等の公
知の方法により行うことができる。溶媒としては、例えばメチルエチルケトンを用いるこ
とができる。ただし、バックコート層を除去できる溶媒であればよい。バックコート層除
去後の非磁性支持体表面は、エリプソメーターでの測定において、この表面での反射光が
検出されないように公知の方法により粗面化する。粗面化は、例えばバックコート層除去
後の非磁性支持体表面をサンドペーパーを用いて研磨する等の公知の方法によって行うこ
とができる。バックコート層を持たない磁気テープから切り出した測定用試料については
、磁性層を有する表面とは反対側の非磁性支持体表面について、粗面化を行う。
　また、下記の非磁性層の屈折率測定のためには、更に磁性層を除去して非磁性層表面を
露出させる。下記の非磁性支持体の屈折率測定のためには、更に非磁性層も除去して非磁
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性支持体の磁性層側の表面を露出させる。各層の除去は、バックコート層の除去について
記載したように、公知の方法により行うことができる。なお以下に記載の長手方向とは、
測定用試料が切り出される前に磁気テープに含まれていたときに、磁気テープの長手方向
であった方向をいうものとする。この点は、以下に記載のその他の方向についても、同様
である。
（２）磁性層の屈折率測定
　エリプソメーターを用いて、入射角度を６５°、７０°および７５°とし、長手方向か
ら磁性層表面にビーム径３００μｍの入射光を照射することにより、Δ（ｓ偏光とｐ偏光
の位相差）およびΨ（ｓ偏光とｐ偏光の振幅比）を測定する。測定は入射光の波長を４０
０～７００ｎｍの範囲で１．５ｎｍ刻みで変化させて行い、各波長について測定値を求め
る。
　各波長における磁性層のΔおよびΨの測定値、下記方法により求められる各方向におけ
る非磁性層の屈折率、ならびに磁性層の厚みを用いて、以下のように２層モデルによって
各波長における磁性層の屈折率を求める。
　２層モデルの基板である第０層を非磁性層とし、第１層を磁性層とする。空気／磁性層
と磁性層／非磁性層の界面の反射のみを考慮し非磁性層の裏面反射の影響はないものと見
做して２層モデルを作成する。得られた測定値に最も整合する第１層の屈折率を最小二乗
法によってフィッティングにより求める。フィッティングの結果から得られた波長６００
ｎｍにおける値として、長手方向における磁性層の屈折率Ｎｘ、および長手方向から入射
光を入射させて測定した磁性層の厚み方向における屈折率Ｎｚ1を求める。
　入射光を入射させる方向を磁気テープの幅方向とする点以外は上記と同様として、フィ
ッティングの結果から得られた波長６００ｎｍにおける値として、幅方向における磁性層
の屈折率Ｎｙ、および幅方向から入射光を入射させて測定した磁性層の厚み方向における
屈折率Ｎｚ2を求める。
　フィッティングは、以下の手法により行う。
　一般的に「複素屈折率ｎ＝η＋ｉκ」である。ここで、ηは屈折率の実数部であり、κ
は消光係数であり、ｉは虚数である。複素誘電率ε＝ε１＋ｉε２　（ε１とε２はクラ
マース・クローニッヒの関係を満たしている）とε１＝η2－κ2、ε２＝２ηκの関係に
あり、ＮｘおよびＮｚ1算出の際は、Ｎｘの複素誘電率をεx＝εx１＋ｉεx２、Ｎｚ1の
複素誘電率をεz1＝εz1１＋ｉεz1２とする。
　εx２を１つのガウシアンとし、ピーク位置が５．８～５．１ｅＶ、σが４～３．５　
ｅＶの任意の点を出発点とし、測定波長域（４００～７００ｎｍ）の外に誘電率にオフセ
ットとなるパラメータを置き、測定値を最小二乗フィッティングすることによりＮｘを求
める。同様に、εz1２はピーク位置が３．２～２．９ｅＶ、σが１．５～１．２ｅＶの任
意の点を出発点とし、オフセットパラメータを置き、測定値を最小二乗フィッティングす
ることによりＮｚ1を求める。ＮｙおよびＮｚ2も同様に求める。磁性層の面内方向につい
て測定される屈折率Ｎｘｙは、「Ｎｘｙ＝（Ｎｘ＋Ｎｙ）／２」として求める。磁性層の
厚み方向について測定される屈折率Ｎｚは、「Ｎｚ＝（Ｎｚ1＋Ｎｚ2）／２」として求め
る。求められたＮｘｙとＮｚから、これらの差分の絶対値ΔＮを求める。
（３）非磁性層の屈折率測定
　以下の点を除き、上記方法と同様に非磁性層の波長６００ｎｍにおける屈折率（長手方
向における屈折率、幅方向における屈折率、長手方向から入射光を入射させて測定される
厚み方向における屈折率、および幅方向から入射光を入射させて測定される厚み方向にお
ける屈折率）を求める。
　入射光の波長は、２５０～７００ｎｍの範囲で１．５ｎｍ刻みで変化させる。
　非磁性層と非磁性支持体の２層モデルを用いて、２層モデルの基板である第０層を非磁
性支持体とし、第１層を非磁性層とする。空気／非磁性層と非磁性層／非磁性支持体の界
面の反射のみを考慮し非磁性支持体の裏面反射の影響はないものと見做して２層モデルを
作成する。
　フィッティングにおいて、複素誘電率の虚部（ε２）に、７か所のピーク（０．６ｅＶ
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、２．３ｅＶ、２．９ｅＶ、３．６ｅＶ、４．６ｅＶ、５．０ｅＶ、６．０ｅＶ）を仮定
し、測定波長域（２５０～７００ｎｍ）の外に誘電率にオフセットとなるパラメータを置
く。
（４）非磁性支持体の屈折率測定
　２層モデルにより非磁性層の屈折率を求めるために用いられる非磁性支持体の波長６０
０ｎｍにおける屈折率（長手方向における屈折率、幅方向における屈折率、長手方向から
入射光を入射させて測定される厚み方向における屈折率、および幅方向から入射光を入射
させて測定される厚み方向における屈折率）は、以下の点を除き、磁性層の屈折率測定の
ための上記方法と同様に求める。
　２層モデルを用いず、表面反射のみの１層モデルを用いる。
　フィッティングは、コーシーモデル（ｎ＝Ａ＋Ｂ／λ2、ｎは屈折率、ＡおよびＢはそ
れぞれフィッティングにより定まる定数、λは波長）により行う。
【００３３】
　上記の方法により求められる磁性層のΔＮを０．２５以上０．４０以下とすることによ
り、総厚が５．３０μｍ以下であり、かつ磁性層表面粗さＲａが１．８ｎｍ以下である磁
気テープにおけるサーボ信号再生時の信号欠陥の発生を抑制することができる。この信号
欠陥の発生は、サーボヘッドと磁性層表面との摺動性の低下が原因で発生すると考えられ
る。一方、本発明者は、上記方法により求められるΔＮは、磁性層の表層領域における強
磁性粉末の存在状態の指標となり得る値と考えている。このΔＮは、磁性層における強磁
性粉末の配向状態に加えて、結合剤の存在状態、強磁性粉末の密度分布等の各種要因の影
響を受ける値と推察される。そして、各種要因を制御することによってΔＮを０．２５以
上０．４０以下とした磁性層は、磁性層表面の強度が高く、サーボヘッドと摺動しても削
れ難いと考えられる。その結果、磁性層表面が削れて発生した削れ屑が異物としてサーボ
ヘッドに付着することを抑制できることが、サーボヘッドと磁性層表面との摺動性の低下
が抑制されることに寄与するのではないかと本発明者は推察している。このことが、上記
の信号欠陥の発生を抑制することにつながると本発明者は考えている。ただし以上は推察
に過ぎず、本発明は上記推察に何ら限定されない。
【００３４】
　上記磁気テープの磁性層のΔＮは、０．２５以上０．４０以下である。上記の信号欠陥
の発生をより一層抑制する観点からは、ΔＮは０．２５以上０．３５以下であることが好
ましい。ΔＮを調整するための手段の具体的態様は、後述する。
【００３５】
　ΔＮは、ＮｘｙとＮｚとの差分の絶対値である。Ｎｘｙは磁性層の面内方向について測
定される屈折率であり、Ｎｚは磁性層の厚み方向について測定される屈折率である。一態
様では、Ｎｘｙ＞Ｎｚであることができ、他の一態様ではＮｘｙ＜Ｎｚであることができ
る。磁気テープの電磁変換特性の観点からは、Ｎｘｙ＞Ｎｚであることが好ましく、した
がってＮｘｙとＮｚとの差分（Ｎｘｙ－Ｎｚ）が０．２５以上０．４０以下であることが
好ましく、０．２５以上０．３５以下であることがより好ましい。一態様では、Ｎｘｙは
、例えば１．５０～２．５０の範囲であることができる。一態様では、Ｎｚは、例えば　
１．３０～２．５０の範囲であることができる。ただし、上記磁気テープは、ΔＮが０．
２５以上０．４０以下の範囲にあればよく、ＮｘｙおよびＮｚは上記の例示した範囲に限
定されない。
【００３６】
　以上説明したΔＮを調整するための各種手段については後述する。
【００３７】
　次に、磁性層の詳細について、更に説明する。
【００３８】
（強磁性粉末）
　磁性層に含まれる強磁性粉末としては、各種磁気記録媒体の磁性層において通常用いら
れる強磁性粉末を使用することができる。強磁性粉末として平均粒子サイズの小さいもの



(10) JP 6903801 B2 2021.7.14

10

20

30

40

50

を使用することは、磁気記録媒体の記録密度向上の観点から好ましい。この点から、強磁
性粉末としては、平均粒子サイズが５０ｎｍ以下の強磁性粉末を用いることが好ましく、
平均粒子サイズが４０ｎｍ以下の強磁性粉末を用いることがより好ましい。一方、磁化の
安定性の観点からは、強磁性粉末の平均粒子サイズは５ｎｍ以上であることが好ましく、
１０ｎｍ以上であることがより好ましく、１５ｎｍ以上であることが更に好ましい。
【００３９】
　強磁性粉末の好ましい具体例としては、六方晶フェライト粉末を挙げることができる。
六方晶フェライト粉末は、バリウムフェライト、ストロンチウムフェライト、カルシウム
フェライト、鉛フェライト等であることができ、またはこれらの二種以上の混晶であって
もよい。六方晶フェライト粉末の詳細については、例えば、特開２０１１－２２５４１７
号公報の段落００１２～００３０、特開２０１１－２１６１４９号公報の段落０１３４～
０１３６、特開２０１２－２０４７２６号公報の段落００１３～００３０および特開２０
１５－１２７９８５号公報の段落００２９～００８４を参照できる。
【００４０】
　強磁性粉末の好ましい具体例としては、金属粉末を挙げることもできる。金属粉末の詳
細については、例えば特開２０１１－２１６１４９号公報の段落０１３７～０１４１およ
び特開２００５－２５１３５１号公報の段落０００９～００２３を参照できる。
【００４１】
　強磁性粉末の好ましい具体例としては、ε－酸化鉄粉末を挙げることもできる。ε－酸
化鉄粉末の製造方法としては、ゲーサイトから作製する方法、逆ミセル法等が知られてい
る。上記製造方法は、いずれも公知である。また、Ｆｅの一部がＧａ、Ｃｏ、Ｔｉ、Ａｌ
、Ｒｈ等の置換原子によって置換されたε－酸化鉄粉末を製造する方法については、例え
ば、Ｊ．　Ｊｐｎ．　Ｓｏｃ．　Ｐｏｗｄｅｒ　Ｍｅｔａｌｌｕｒｇｙ　Ｖｏｌ．　６１
　Ｓｕｐｐｌｅｍｅｎｔ，　Ｎｏ．　Ｓ１，　ｐｐ．　Ｓ２８０－Ｓ２８４、Ｊ．　Ｍａ
ｔｅｒ．　Ｃｈｅｍ．　Ｃ，　２０１３，　１，　ｐｐ．５２００－５２０６等を参照で
きる。ただし、上記磁性層において強磁性粉末として使用可能なε－酸化鉄粉末の製造方
法は限定されない。
【００４２】
　本発明および本明細書において、「強磁性粉末」とは、複数の強磁性粒子の集合を意味
するものとする。「集合」とは、集合を構成する粒子が直接接触している態様に限定され
ず、結合剤、添加剤等が、粒子同士の間に介在している態様も包含される。以上の点は、
本発明および本明細書における非磁性粉末等の各種粉末についても同様である。
　本発明および本明細書において、特記しない限り、強磁性粉末等の各種粉末の平均粒子
サイズは、透過型電子顕微鏡を用いて、以下の方法により測定される値とする。
　粉末を、透過型電子顕微鏡を用いて撮影倍率１０００００倍で撮影し、総倍率５０００
００倍になるように印画紙にプリントして粉末を構成する粒子の写真を得る。得られた粒
子の写真から目的の粒子を選びデジタイザーで粒子の輪郭をトレースし粒子（一次粒子）
のサイズを測定する。一次粒子とは、凝集のない独立した粒子をいう。
　以上の測定を、無作為に抽出した５００個の粒子について行う。こうして得られた５０
０個の粒子の粒子サイズの算術平均を、粉末の平均粒子サイズとする。上記透過型電子顕
微鏡としては、例えば日立製透過型電子顕微鏡Ｈ－９０００型を用いることができる。ま
た、粒子サイズの測定は、公知の画像解析ソフト、例えばカールツァイス製画像解析ソフ
トＫＳ－４００を用いて行うことができる。後述の実施例に示す平均粒子サイズ等の粉末
のサイズに関する値は、特記しない限り、透過型電子顕微鏡として日立製透過型電子顕微
鏡Ｈ－９０００型、画像解析ソフトとしてカールツァイス製画像解析ソフトＫＳ－４００
を用いて測定された値である。
【００４３】
　粒子サイズ測定のために磁気テープから試料粉末を採取する方法としては、例えば特開
２０１１－０４８８７８号公報の段落００１５に記載の方法を採用することができる。
【００４４】
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　本発明および本明細書において、特記しない限り、粉末を構成する粒子のサイズ（粒子
サイズ）は、上記の粒子写真において観察される粒子の形状が、
（１）針状、紡錘状、柱状（ただし、高さが底面の最大長径より大きい）等の場合は、粒
子を構成する長軸の長さ、即ち長軸長で表され、
（２）板状または柱状（ただし、厚みまたは高さが板面または底面の最大長径より小さい
）の場合は、その板面または底面の最大長径で表され、
（３）球形、多面体状、不特定形等であって、かつ形状から粒子を構成する長軸を特定で
きない場合は、円相当径で表される。円相当径とは、円投影法で求められるものを言う。
【００４５】
　また、粉末の平均針状比は、上記測定において粒子の短軸の長さ、即ち短軸長を測定し
、各粒子の（長軸長／短軸長）の値を求め、上記５００個の粒子について得た値の算術平
均を指す。ここで、特記しない限り、短軸長とは、上記粒子サイズの定義で（１）の場合
は、粒子を構成する短軸の長さを、同じく（２）の場合は、厚みまたは高さを各々指し、
（３）の場合は、長軸と短軸の区別がないから、（長軸長／短軸長）は、便宜上１とみな
す。
　そして、特記しない限り、粒子の形状が特定の場合、例えば、上記粒子サイズの定義（
１）の場合、平均粒子サイズは平均長軸長であり、同定義（２）の場合、平均粒子サイズ
は平均板径である。同定義（３）の場合、平均粒子サイズは、平均直径（平均粒径、平均
粒子径ともいう）である。
【００４６】
　一態様では、磁性層に含まれる強磁性粉末を構成する強磁性粒子の形状は板状であるこ
とができる。以下において、板状の強磁性粒子から構成される強磁性粉末を、板状強磁性
粉末と記載する。板状強磁性粉末の平均板状比は、好ましくは２．５～５．０の範囲であ
ることができる。平均板状比とは、上記の定義（２）の場合における（最大長径／厚みま
たは高さ）の算術平均である。平均板状比が大きいほど、配向処理によって、板状強磁性
粉末を構成する強磁性粒子の配向状態の均一性が高まり易い傾向があり、ΔＮの値は大き
くなる傾向がある。
【００４７】
　また、強磁性粉末の粒子サイズの指標としては、活性化体積を用いることもできる。「
活性化体積」とは、磁化反転の単位である。本発明および本明細書に記載の活性化体積は
、振動試料型磁束計を用いて保磁力Ｈｃ測定部の磁場スイープ速度３分と３０分とで雰囲
気温度２３℃±１℃の環境下で測定し、以下のＨｃと活性化体積Ｖとの関係式から求めら
れる値である。後述の実施例に示されている活性化体積は、東英工業社製振動試料型磁束
計を用いて測定を行って求められた値である。
　Ｈｃ＝２Ｋｕ／Ｍｓ｛１－［（ｋＴ／ＫｕＶ）ｌｎ（Ａｔ／０．６９３）］1/2｝
［上記式中、Ｋｕ：異方性定数、Ｍｓ：飽和磁化、ｋ：ボルツマン定数、Ｔ：絶対温度、
Ｖ：活性化体積、Ａ：スピン歳差周波数、ｔ：磁界反転時間］
　記録密度向上の観点からは、強磁性粉末の活性化体積は、２５００ｎｍ3以下であるこ
とが好ましく、２３００ｎｍ3以下であることがより好ましく、２０００ｎｍ3以下である
ことが更に好ましい。一方、磁化の安定性の観点からは、強磁性粉末の活性化体積は、例
えば８００ｎｍ3以上であることが好ましく、１０００ｎｍ3以上であることがより好まし
く、１２００ｎｍ3以上であることが更に好ましい。
【００４８】
　磁性層における強磁性粉末の含有量（充填率）は、好ましくは５０～９０質量％の範囲
であり、より好ましくは６０～９０質量％の範囲である。磁性層の強磁性粉末以外の成分
は、少なくとも結合剤であり、任意に一種以上の更なる添加剤が含まれ得る。磁性層にお
いて強磁性粉末の充填率が高いことは、記録密度向上の観点から好ましい。
【００４９】
（結合剤、硬化剤）
　上記磁気テープは塗布型磁気テープであって、磁性層に結合剤を含む。結合剤とは、一
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種以上の樹脂である。樹脂はホモポリマーであってもコポリマー（共重合体）であっても
よい。磁性層に含まれる結合剤としては、ポリウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリア
ミド樹脂、塩化ビニル樹脂、スチレン、アクリロニトリル、メチルメタクリレート等を共
重合したアクリル樹脂、ニトロセルロース等のセルロース樹脂、エポキシ樹脂、フェノキ
シ樹脂、ポリビニルアセタール、ポリビニルブチラール等のポリビニルアルキラール樹脂
等から選択したものを単独で用いることができ、または複数の樹脂を混合して用いること
ができる。これらの中で好ましいものはポリウレタン樹脂、アクリル樹脂、セルロース樹
脂および塩化ビニル樹脂である。これらの樹脂は、後述する非磁性層および／またはバッ
クコート層においても結合剤として使用することができる。以上の結合剤については、特
開２０１０－２４１１３号公報の段落００２９～００３１を参照できる。また、結合剤は
、電子線硬化型樹脂等の放射線硬化型樹脂であってもよい。放射線硬化型樹脂については
、特開２０１１－０４８８７８号公報の段落００４４～００４５を参照できる。
　結合剤として使用される樹脂の平均分子量は、重量平均分子量として、例えば１０，０
００以上２００，０００以下であることができる。本発明および本明細書における重量平
均分子量とは、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）によって測定された
値をポリスチレン換算して求められる値である。測定条件としては、下記条件を挙げるこ
とができる。後述の実施例に示す重量平均分子量は、下記測定条件によって測定された値
をポリスチレン換算して求めた値である。
　ＧＰＣ装置：ＨＬＣ－８１２０（東ソー社製）
　カラム：ＴＳＫ　ｇｅｌ　Ｍｕｌｔｉｐｏｒｅ　ＨＸＬ－Ｍ（東ソー社製、７．８ｍｍ
ＩＤ（Ｉｎｎｅｒ　Ｄｉａｍｅｔｅｒ）×３０．０ｃｍ）
　溶離液：テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）
【００５０】
　一態様では、結合剤として、酸性基を含む結合剤を用いることができる。本発明および
本明細書における酸性基とは、水中または水を含む溶媒（水性溶媒）中でＨ+を放出して
アニオンに解離可能な基およびその塩の形態を包含する意味で用いるものとする。酸性基
の具体例としては、例えば、スルホン酸基、硫酸基、カルボキシ基、リン酸基、それらの
塩の形態等を挙げることができる。例えば、スルホン酸基（－ＳＯ3Ｈ）の塩の形態とは
、－ＳＯ3Ｍで表され、Ｍが水中または水性溶媒中でカチオンになり得る原子（例えばア
ルカリ金属原子等）を表す基を意味する。この点は、上記の各種の基の塩の形態について
も同様である。酸性基を含む結合剤の一例としては、例えば、スルホン酸基およびその塩
からなる群から選ばれる少なくとも一種の酸性基を含む樹脂（例えばポリウレタン樹脂、
塩化ビニル樹脂等）を挙げることができる。ただし、磁性層に含まれる樹脂は、これらの
樹脂に限定されるものではない。また、酸性基を含む結合剤において、酸性基含有量は、
例えば２０～５００ｅｑ／ｔｏｎの範囲であることができる。単位「ｅｑ」は、当量（ｅ
ｑｕｉｖａｌｅｎｔ）を意味し、ＳＩ単位に換算不可の単位である。樹脂に含まれる酸性
基等の各種官能基の含有量は、官能基の種類に応じて公知の方法で求めることができる。
酸性基含有量が多い結合剤を使用するほど、ΔＮの値は大きくなる傾向がある。結合剤は
、磁性層形成用組成物中に、強磁性粉末１００．０質量部に対して、例えば１．０～３０
．０質量部の量で使用することができ、好ましくは１．０～２０．０質量部の量で使用す
ることができる。強磁性粉末に対する結合剤の使用量を多くするほど、ΔＮの値は大きく
なる傾向がある。
【００５１】
　また、結合剤として使用可能な樹脂とともに硬化剤を使用することもできる。硬化剤は
、一態様では加熱により硬化反応（架橋反応）が進行する化合物である熱硬化性化合物で
あることができ、他の一態様では光照射により硬化反応（架橋反応）が進行する光硬化性
化合物であることができる。硬化剤は、磁性層形成工程の中で硬化反応が進行することに
より、少なくとも一部は、結合剤等の他の成分と反応（架橋）した状態で磁性層に含まれ
得る。この点は、他の層を形成するために用いられる組成物が硬化剤を含む場合に、この
組成物を用いて形成される層についても同様である。好ましい硬化剤は、熱硬化性化合物
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であり、ポリイソシアネートが好適である。ポリイソシアネートの詳細については、特開
２０１１－２１６１４９号公報の段落０１２４～０１２５を参照できる。硬化剤は、磁性
層形成用組成物中に、結合剤１００．０質量部に対して例えば０～８０．０質量部、磁性
層の強度向上の観点からは好ましくは５０．０～８０．０質量部の量で使用することがで
きる。
【００５２】
（添加剤）
　磁性層には、強磁性粉末および結合剤が含まれ、必要に応じて一種以上の添加剤が含ま
れていてもよい。添加剤としては、一例として、上記の硬化剤が挙げられる。また、磁性
層に含まれ得る添加剤としては、非磁性粉末、潤滑剤、分散剤、分散助剤、防黴剤、帯電
防止剤、酸化防止剤、カーボンブラック等を挙げることができる。添加剤は、所望の性質
に応じて市販品を適宜選択して使用することができる。例えば、潤滑剤については、特開
２０１６－１２６８１７号公報の段落００３０～００３３、００３５および００３６を参
照できる。非磁性層に潤滑剤が含まれていてもよい。非磁性層に含まれ得る潤滑剤につい
ては、特開２０１６－１２６８１７号公報の段落００３０、００３１、００３４、００３
５および００３６を参照できる。分散剤については、特開２０１２－１３３８３７号公報
の段落００６１および００７１を参照できる。分散剤は、非磁性層に含まれていてもよい
。非磁性層に含まれ得る分散剤については、特開２０１２－１３３８３７号公報の段落０
０６１を参照できる。
【００５３】
　磁性層には、一種または二種以上の非磁性粉末が含まれることが好ましい。非磁性粉末
としては、磁性層表面に適度に突出する突起を形成する突起形成剤として機能することが
できる非磁性粉末（以下、「突起形成剤」と記載する。）を挙げることができる。突起形
成剤は、磁気テープの磁性層表面の摩擦特性制御に寄与し得る成分である。また、磁性層
には、研磨剤として機能することができる非磁性粉末（以下、「研磨剤」と記載する。）
が含まれてもよい。上記磁気テープの磁性層には、突起形成剤および研磨剤の少なくとも
一方が含まれることが好ましく、両方が含まれることがより好ましい。
【００５４】
　突起形成剤としては、一般に突起形成剤として使用される各種非磁性粉末を用いること
ができる。これらは、無機物質の粉末であっても有機物質の粉末であってもよい。一態様
では、摩擦特性の均一化の観点からは、突起形成剤の粒度分布は、分布中に複数のピーク
を有する多分散ではなく、単一ピークを示す単分散であることが好ましい。単分散粒子の
入手容易性の点からは、磁性層に含まれる非磁性粉末は無機物質の粉末（無機粉末）であ
ることが好ましい。無機粉末としては、金属酸化物等の無機酸化物、金属炭酸塩、金属硫
酸塩、金属窒化物、金属炭化物、金属硫化物等の各粉末を挙げることができ、無機酸化物
の粉末であることが好ましい。突起形成剤は、より好ましくはコロイド粒子であり、更に
好ましくは無機酸化物コロイド粒子である。また、単分散粒子の入手容易性の観点からは
、無機酸化物コロイド粒子は、コロイダルシリカ（シリカコロイド粒子）であることがよ
り好ましい。本発明および本明細書において、「コロイド粒子」とは、少なくとも、メチ
ルエチルケトン、シクロヘキサノン、トルエンもしくは酢酸エチル、または上記溶媒の二
種以上を任意の混合比で含む混合溶媒の少なくとも１つの有機溶媒１００ｍＬあたり１ｇ
添加した際に、沈降せず分散しコロイド分散体をもたらすことのできる粒子をいうものと
する。コロイド粒子については、平均粒子サイズは、特開２０１１－０４８８７８号公報
の段落００１５に平均粒径の測定方法として記載されている方法により求められる値とす
る。また、他の一態様では、突起形成剤は、カーボンブラックであることも好ましい。
【００５５】
　突起形成剤の平均粒子サイズは、例えば３０～３００ｎｍであり、好ましくは４０～２
００ｎｍである。
【００５６】
　一方、研磨剤は、好ましくはモース硬度８超の非磁性粉末であり、モース硬度９以上の
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非磁性粉末であることがより好ましい。なおモース硬度の最大値は、ダイヤモンドの１０
である。具体的には、アルミナ（Ａｌ2Ｏ3）、炭化ケイ素、ボロンカーバイド（Ｂ4Ｃ）
、ＳｉＯ2、ＴｉＣ、酸化クロム（Ｃｒ2Ｏ3）、酸化セリウム、酸化ジルコニウム（Ｚｒ
Ｏ2）、酸化鉄、ダイヤモンド等の各粉末を挙げることができ、中でもα－アルミナ等の
アルミナ粉末および炭化ケイ素粉末が好ましい。また、研磨剤の粒子サイズに関しては、
粒子サイズの指標である比表面積として、例えば１４ｍ2／ｇ以上、好ましくは１６ｍ2／
ｇ以上、より好ましくは１８ｍ2／ｇ以上である。また、研磨剤の比表面積は、例えば４
０ｍ2／ｇ以下であることができる。比表面積とは、窒素吸着法（ＢＥＴ（Ｂｒｕｎａｕ
ｅｒ－Ｅｍｍｅｔｔ－Ｔｅｌｌｅｒ）１点法とも呼ばれる。）により求められる値である
。以下において、かかる方法により求められる比表面積を、ＢＥＴ比表面積とも記載する
。
【００５７】
　また、突起形成剤および研磨剤が、各機能をより良好に発揮することができるという観
点から、磁性層における突起形成剤の含有量は、好ましくは強磁性粉末１００．０質量部
に対して、１．０～４．０質量部であり、より好ましくは１．５～３．５質量部である。
一方、研磨剤については、磁性層における含有量は、好ましくは強磁性粉末１００．０質
量部に対して１．０～２０．０質量部であり、より好ましくは３．０～１５．０質量部で
あり、更に好ましくは４．０～１０．０質量部である。
【００５８】
　研磨剤を含む磁性層に使用され得る添加剤の一例としては、特開２０１３－１３１２８
５号公報の段落００１２～００２２に記載の分散剤を、磁性層形成用組成物における研磨
剤の分散性を向上するための分散剤として挙げることができる。
【００５９】
＜非磁性層＞
　次に非磁性層について説明する。上記磁気テープは、非磁性支持体上に直接磁性層を有
していてもよく、非磁性支持体と磁性層との間に非磁性粉末および結合剤を含む非磁性層
を有していてもよい。非磁性層に使用される非磁性粉末は、無機物質の粉末でも有機物質
の粉末でもよい。また、カーボンブラック等も使用できる。無機物質としては、例えば金
属、金属酸化物、金属炭酸塩、金属硫酸塩、金属窒化物、金属炭化物、金属硫化物等が挙
げられる。これらの非磁性粉末は、市販品として入手可能であり、公知の方法で製造する
こともできる。その詳細については、特開２０１１－２１６１４９号公報の段落０１４６
～０１５０を参照できる。非磁性層に使用可能なカーボンブラックについては、特開２０
１０－２４１１３号公報の段落００４０～００４１も参照できる。非磁性層における非磁
性粉末の含有量（充填率）は、好ましくは５０～９０質量％の範囲であり、より好ましく
は６０～９０質量％の範囲である。
【００６０】
　非磁性層の結合剤、添加剤等のその他詳細は、非磁性層に関する公知技術が適用できる
。また、例えば、結合剤の種類および含有量、添加剤の種類および含有量等に関しては、
磁性層に関する公知技術も適用できる。
【００６１】
　上記磁気テープの非磁性層には、非磁性粉末とともに、例えば不純物として、または意
図的に、少量の強磁性粉末を含む実質的に非磁性な層も包含されるものとする。ここで実
質的に非磁性な層とは、この層の残留磁束密度が１０ｍＴ以下であるか、保磁力が７．９
６ｋＡ／ｍ（１００Ｏｅ）以下であるか、または、残留磁束密度が１０ｍＴ以下であり、
かつ保磁力が７．９６ｋＡ／ｍ（１００Ｏｅ）以下である層をいうものとする。非磁性層
は、残留磁束密度および保磁力を持たないことが好ましい。
【００６２】
＜非磁性支持体＞
　次に、非磁性支持体について説明する。非磁性支持体（以下、単に「支持体」とも記載
する。）としては、二軸延伸を行ったポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタ
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レート、ポリアミド、ポリアミドイミド、芳香族ポリアミド等の公知のものが挙げられる
。これらの中でもポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレートおよびポリア
ミドが好ましい。これらの支持体には、あらかじめコロナ放電、プラズマ処理、易接着処
理、加熱処理等を行ってもよい。
【００６３】
＜バックコート層＞
　上記磁気テープは、非磁性支持体の磁性層を有する表面側とは反対の表面側に、非磁性
粉末および結合剤を含むバックコート層を有することもできる。バックコート層には、カ
ーボンブラックおよび無機粉末の一方または両方が含有されていることが好ましい。バッ
クコート層に含まれる結合剤、任意に含まれ得る各種添加剤については、バックコート層
に関する公知技術を適用することができ、磁性層および／または非磁性層の処方に関する
公知技術を適用することもできる。例えば、特開２００６－３３１６２５号公報の段落０
０１８～００２０および米国特許第７，０２９，７７４号明細書の第４欄６５行目～第５
欄３８行目の記載を、バックコート層について参照できる。
【００６４】
＜各種厚み＞
　上記磁気テープの総厚は、５．３０μｍ以下である。総厚が薄いこと（薄型化）は、磁
気テープカートリッジの１巻あたりの記録容量を高めるうえで好ましい。上記磁気テープ
の総厚は、例えば５．２０μｍ以下、５．１０μｍ以下、または５．００μｍ以下であっ
てもよい。また、上記磁気テープの総厚は、例えば、磁気テープの取り扱いの容易性（ハ
ンドリング性）等の観点からは、１．００μｍ以上であることが好ましく、２．００μｍ
以上であることがより好ましく、３．００μｍ以上であることが更に好ましく、４．００
μｍ以上であることが一層好ましい。
【００６５】
　非磁性支持体の厚みは、好ましくは３．００～４．５０μｍである。磁性層の厚みは、
近年求められている高密度記録化の観点からは０．１５μｍ以下であることが好ましく、
０．１０μｍ以下であることがより好ましい。磁性層の厚みは、０．０１～０．１０μｍ
の範囲であることが更に好ましい。磁性層は少なくとも一層あればよく、磁性層を異なる
磁気特性を有する２層以上に分離してもかまわず、公知の重層磁性層に関する構成が適用
できる。２層以上に分離する場合の磁性層の厚みとは、これらの層の合計厚みとする。
【００６６】
　非磁性層の厚みは、例えば０．１０～１．５０μｍであり、０．１０～１．００μｍで
あることが好ましい。
【００６７】
　バックコート層の厚みは、０．９０μｍ以下であることが好ましく、０．１０～０．７
０μｍの範囲であることが更に好ましい。
【００６８】
　各層および非磁性支持体の厚みは、磁気テープの厚み方向の断面を、イオンビーム、ミ
クロトーム等の公知の手法により露出させた後、露出した断面において走査型透過電子顕
微鏡（Ｓｃａｎｎｉｎｇ　Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｍｉｃｒｏｓ
ｃｏｐｅ；ＳＴＥＭ）により断面観察を行い求めるものとする。厚みの測定方法の具体例
については、後述の実施例における厚みの測定方法に関する記載を参照できる。
【００６９】
＜製造工程＞
（各層形成用組成物の調製）
　磁性層、非磁性層またはバックコート層を形成するための組成物を調製する工程は、通
常、少なくとも混練工程、分散工程、およびこれらの工程の前後に必要に応じて設けた混
合工程を含む。個々の工程はそれぞれ２段階以上に分かれていてもかまわない。各層形成
用組成物の調製に用いられる成分は、どの工程の最初または途中で添加してもかまわない
。溶媒としては、塗布型磁気記録媒体の製造に通常用いられる各種溶媒の一種または二種
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以上を用いることができる。溶媒については、例えば特開２０１１－２１６１４９号公報
の段落０１５３を参照できる。また、個々の成分を２つ以上の工程で分割して添加しても
かまわない。例えば、結合剤を混練工程、分散工程および分散後の粘度調整のための混合
工程で分割して投入してもよい。上記磁気テープを製造するためには、従来の公知の製造
技術を各種工程において用いることができる。混練工程ではオープンニーダ、連続ニーダ
、加圧ニーダ、エクストルーダ等の強い混練力をもつものを使用することが好ましい。こ
れらの混練処理の詳細については特開平１－１０６３３８号公報および特開平１－７９２
７４号公報を参照できる。分散機は公知のものを使用することができる。また、強磁性粉
末と研磨剤とを別分散することもできる。別分散とは、より詳しくは、研磨剤および溶媒
を含む研磨剤液（但し、強磁性粉末を実質的に含まない）を、強磁性粉末、溶媒および結
合剤を含む磁性液と混合する工程を経て磁性層形成用組成物を調製する方法である。上記
の「強磁性粉末を実質的に含まない」とは、研磨剤液の構成成分として強磁性粉末を添加
しないことを意味するものであって、意図せず混入した不純物として微量の強磁性粉末が
存在することは許容されるものとする。ΔＮに関しては、上記磁性液の分散時間を長くす
るほど、ΔＮの値が大きくなる傾向がある。これは、磁性液の分散時間を長くするほど、
磁性層形成用組成物の塗布層における強磁性粉末の分散性が高まり、配向処理によって強
磁性粉末を構成する強磁性粒子の配向状態の均一性が高まり易い傾向があるためと考えら
れる。また、非磁性層形成用組成物の各種成分を混合し分散する際の分散時間を長くする
ほど、ΔＮの値は大きくなる傾向がある。磁性液の分散時間および非磁性層形成用組成物
の分散時間は、０．２５以上０．４０以下のΔＮが実現できるように設定すればよい。
　各層形成用組成物を調製する任意の段階において、公知の方法によってろ過を行っても
よい。ろ過は、例えばフィルタろ過によって行うことができる。ろ過に用いるフィルタと
しては、例えば孔径０．０１～３μｍのフィルタ（例えばガラス繊維製フィルタ、ポリプ
ロピレン製フィルタ等）を用いることができる。
【００７０】
（塗布工程）
　磁性層は、磁性層形成用組成物を、例えば、非磁性支持体上に直接塗布するか、または
非磁性層形成用組成物と逐次もしくは同時に重層塗布することにより形成することができ
る。バックコート層は、バックコート層形成用組成物を、非磁性支持体の磁性層を有する
（または磁性層が追って設けられる）側とは反対側に塗布することにより形成することが
できる。また、各層を形成するための塗布工程は、２段階以上の工程に分けて行うことも
できる。例えば一態様では、磁性層形成用組成物を２段階以上の工程に分けて塗布するこ
とができる。この場合、２つの段階の塗布工程の間に乾燥処理を施してもよく、施さなく
てもよい。また、２つの段階の塗布工程の間に配向処理を施してもよく、施さなくてもよ
い。各層形成のための塗布の詳細については、特開２０１０－２３１８４３号公報の段落
００６６も参照できる。また、各層形成用組成物を塗布した後の乾燥工程については、公
知技術を適用できる。磁性層形成用組成物に関しては、磁性層形成用組成物を塗布して形
成された塗布層（以下、「磁性層形成用組成物の塗布層」または単に「塗布層」とも記載
する。）の乾燥温度を低くするほど、ΔＮの値は大きくなる傾向がある。乾燥温度は、例
えば乾燥工程を行う雰囲気温度であることができ、０．２５以上０．４０以下のΔＮが実
現できるように設定すればよい。
【００７１】
（その他の工程）
　磁気テープ製造のためのその他の各種工程については、特開２０１０－２３１８４３号
公報の段落００６７～００７０を参照できる。
　例えば、磁性層形成用組成物の塗布層には、この塗布層が湿潤状態にあるうちに配向処
理を施すことが好ましい。０．２５以上０．４０以下のΔＮを実現する容易性の観点から
は、配向処理は、磁性層形成用組成物の塗布層の表面に対して垂直に磁場が印加されるよ
うに磁石を配置して行うこと（即ち垂直配向処理）が好ましい。配向処理時の磁場の強度
は、０．２５以上０．４０以下のΔＮが実現できるように設定すればよい。また、磁性層
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形成用組成物の塗布工程を２段階以上の塗布工程により行う場合には、少なくとも最後の
塗布工程の後に配向処理を行うことが好ましく、垂直配向処理を行うことがより好ましい
。例えば２段階の塗布工程によって磁性層を形成する場合、１段階目の塗布工程の後には
配向処理を行うことなく乾燥工程を行い、その後に２段階目の塗布工程で形成された塗布
層に対して配向処理を施すことができる。配向処理については、特開２０１０－２４１１
３号公報の段落００５２の記載をはじめとする各種公知技術を適用することができる。例
えば、垂直配向処理は、異極対向磁石を用いる方法等の公知の方法によって行うことがで
きる。配向ゾーンでは、乾燥風の温度、風量および／または配向ゾーンにおける磁気テー
プの搬送速度によって塗布層の乾燥速度を制御することができる。また、配向ゾーンに搬
送する前に塗布層を予備乾燥させてもよい。
　また、磁性層形成用組成物の塗布層を乾燥させた後の任意の段階でカレンダ処理を行う
ことができる。カレンダ処理の条件については、例えば特開２０１０－２３１８４３号公
報の段落００２６を参照できる。カレンダ温度（カレンダロールの表面温度）を高くする
ほど、ΔＮの値は大きくなる傾向がある。また、カレンダ温度を高くするほど、磁性層表
面粗さＲａの値は小さくなる傾向がある。カレンダ温度は、０．２５以上０．４０以下の
ΔＮおよび１．８ｎｍ以下のＲａが実現できるように設定すればよい。
【００７２】
（サーボパターンの形成）
　上記磁気テープは、磁性層にサーボパターンを有する。サーボパターンについて、詳細
は先に記載した通りである。例えば、タイミングベースサーボパターンが形成された領域
（サーボバンド）および２本のサーボバンドに挟まれた領域（データバンド）の配置例が
、図１に示されている。タイミングベースサーボパターンの配置例は、図２に示されてい
る。ただし、各図面に示す配置例は例示であって、磁気テープ装置（ドライブ）の方式に
応じた配置でサーボパターン、サーボバンドおよびデータバンドを配置すればよい。また
、タイミングベースサーボパターンの形状および配置については、例えば、米国特許第５
６８９３８４号のＦＩＧ．４、ＦＩＧ．５、ＦＩＧ．６、ＦＩＧ．９、ＦＩＧ．１７、Ｆ
ＩＧ．２０等に例示された配置例等の公知技術を適用することができる。
【００７３】
　サーボパターンは、磁性層の特定の領域をサーボライターに搭載されたサーボライトヘ
ッドにより磁化することによって形成することができる。磁化の方向は、磁気テープの長
手方向または垂直方向（換言すると面内方向）であることができる。また、サーボパター
ンの形成は、通常、磁性層をＤＣ（Ｄｉｒｅｃｔ　Ｃｕｒｒｅｎｔ）消磁した後に行われ
る。消磁の方向は、磁気テープの長手方向または垂直方向であることができる。サーボラ
イトヘッドにより磁化する領域（サーボパターンを形成する位置）は規格により定められ
ている。サーボライターとしては、市販のサーボライターまたは公知の構成のサーボライ
ターを用いることができる。サーボライターの構成については、例えば特開２０１１－１
７５６８７号公報、米国特許第５６８９３８４号、米国特許第６５４２３２５号等に記載
の技術等の公知技術を採用できる。
【００７４】
　以上により、本発明の一態様にかかる磁気テープを得ることができる。磁気テープは、
通常、磁気テープカートリッジに収容され、磁気テープカートリッジが磁気テープ装置に
装着される。
【００７５】
［磁気テープカートリッジ］
　本発明の一態様は、上記磁気テープを含む磁気テープカートリッジに関する。
【００７６】
　磁気テープカートリッジでは、一般に、カートリッジ本体内部に磁気テープがリールに
巻き取られた状態で収容されている。リールは、カートリッジ本体内部に回転可能に備え
られている。磁気テープカートリッジとしては、カートリッジ本体内部にリールを１つ具
備する単リール型の磁気テープカートリッジおよびカートリッジ本体内部にリールを２つ
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具備する双リール型の磁気テープカートリッジが広く用いられている。単リール型の磁気
テープカートリッジは、磁気テープへの情報（磁気信号）の記録および／または再生のた
めに磁気テープ装置（ドライブ）に装着されると、磁気テープカートリッジから磁気テー
プが引き出されてドライブ側のリールに巻き取られる。磁気テープカートリッジから巻き
取りリールまでの磁気テープ搬送経路には、磁気ヘッドが配置されている。磁気テープカ
ートリッジ側のリール（供給リール）とドライブ側のリール（巻き取りリール）との間で
、磁気テープの送り出しと巻き取りが行われる。この間、磁気ヘッドと磁気テープの磁性
層表面とが接触し摺動することにより、情報の記録および／または再生が行われる。これ
に対し、双リール型の磁気テープカートリッジは、供給リールと巻き取りリールの両リー
ルが、磁気テープカートリッジ内部に具備されている。上記磁気テープカートリッジは、
単リール型および双リール型のいずれの磁気テープカートリッジであってもよい。上記磁
気テープカートリッジは、本発明の一態様にかかる磁気テープを含むものであればよく、
その他については公知技術を適用することができる。
【００７７】
［磁気テープ装置］
　本発明の一態様は、上記磁気テープと、磁気ヘッドと、を含む磁気テープ装置に関する
。
【００７８】
　本発明および本明細書において、「磁気テープ装置」とは、磁気テープへの情報の記録
および磁気テープに記録された情報の再生の少なくとも一方を行うことができる装置を意
味するものとする。かかる装置は、一般にドライブと呼ばれる。上記磁気テープ装置は、
摺動型の磁気テープ装置であることができる。摺動型の装置とは、磁気テープへの情報の
記録および／または記録された情報の再生を行う際に磁性層表面と磁気ヘッドとが接触し
摺動する装置をいう。
【００７９】
　上記磁気テープ装置に含まれる磁気ヘッドは、磁気テープへの情報の記録を行うことが
できる記録ヘッドであることができ、磁気テープに記録された情報の再生を行うことがで
きる再生ヘッドであることもできる。また、上記磁気テープ装置は、一態様では、別々の
磁気ヘッドとして、記録ヘッドと再生ヘッドの両方を含むことができる。他の一態様では
、上記磁気テープに含まれる磁気ヘッドは、記録素子と再生素子の両方を１つの磁気ヘッ
ドに備えた構成を有することもできる。再生ヘッドとしては、磁気テープに記録された情
報を感度よく読み取ることができる磁気抵抗効果型（ｍａｇｎｅｔｏｒｅｓｉｓｔｉｖｅ
；ＭＲ）素子を再生素子として含む磁気ヘッド（ＭＲヘッド）が好ましい。ＭＲヘッドと
しては、公知の各種ＭＲヘッドを用いることができる。また、情報の記録および／または
情報の再生を行う磁気ヘッドには、サーボパターン読み取り素子が含まれていてもよい。
または、情報の記録および／または情報の再生を行う磁気ヘッドとは別のヘッドとして、
サーボパターン読み取り素子を備えた磁気ヘッド（サーボヘッド）が上記磁気テープ装置
に含まれていてもよい。
【００８０】
　上記磁気テープ装置に搭載される磁気テープの詳細は、先に記載した通りである。かか
る磁気テープは、サーボパターンを有する。したがって、磁気ヘッドによりデータバンド
上に磁気信号を記録してデータトラックを形成し、および／または、記録された信号を再
生する際、サーボヘッドによりサーボパターンを読み取りながら読み取られたサーボパタ
ーンに基づきヘッドトラッキングを行うことによって、磁気ヘッドをデータトラックに高
精度に追従させることができる。
【００８１】
　タイミングベースサーボ方式のヘッドトラッキングサーボの詳細については、例えば、
米国特許第５６８９３８４号、米国特許第６５４２３２５号、および米国特許第７８７６
５２１号に記載の技術をはじめとする公知技術を適用することができる。また、振幅ベー
スサーボ方式のヘッドトラッキングサーボの詳細については、例えば、米国特許第５４２
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６５４３号および米国特許第５８９８５３３号をはじめとする公知技術を適用することが
できる。
【００８２】
　市販の磁気テープ装置には、通常、規格に応じた磁気ヘッドが備えられている。また、
市販の磁気テープ装置には、通常、規格に応じたサーボシステムにおけるヘッドトラッキ
ングを可能にするためのサーボ制御機構が備えられている。本発明の一態様にかかる磁気
テープ装置は、例えば、市販の磁気テープ装置に本発明の一態様にかかる磁気テープを組
み込むことにより構成することができる。
【実施例】
【００８３】
　以下に、本発明を実施例に基づき説明する。但し、本発明は実施例に示す態様に限定さ
れるものではない。以下に記載の「部」、「％」の表示は、特に断らない限り、「質量部
」、「質量％」を示す。また、以下に記載の工程および評価は、特記しない限り、雰囲気
温度２３℃±１℃の環境において行った。
【００８４】
［実施例１］
＜研磨剤液の調製＞
　アルファ化率約６５％、ＢＥＴ比表面積２０ｍ2／ｇのアルミナ粉末（住友化学社製Ｈ
ＩＴ－８０）１００．０部に対し、２，３－ジヒドロキシナフタレン（東京化成社製）を
３．０部、ＳＯ3Ｎａ基含有ポリエステルポリウレタン樹脂（東洋紡社製ＵＲ－４８００
（ＳＯ3Ｎａ基：０．０８ｍｅｑ／ｇ））の３２％溶液（溶媒はメチルエチルケトンとト
ルエンの混合溶媒）を３１．３部、溶媒としてメチルエチルケトンとシクロヘキサノン１
：１（質量比）の混合溶媒５７０．０部を混合し、ジルコニアビーズの存在下で、ペイン
トシェーカーにより５時間分散させた。分散後、メッシュにより分散液とビーズとを分け
、アルミナ分散物を得た。
【００８５】
＜磁性層形成用組成物の調製＞
（磁性液）
板状強磁性六方晶バリウムフェライト粉末　              　　１００．０部
　活性化体積：１６００ｎｍ3、平均板状比：３．５
ＳＯ3Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂　　　　　　　　　　　　　 　　表１参照
　重量平均分子量：７０，０００、ＳＯ3Ｎａ基含有量：表１参照
シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０．０部
メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０．０部
（研磨剤液）
上記で調製したアルミナ分散物　　　　　　　　　　　　　　　　　６．０部
（シリカゾル（突起形成剤液））
コロイダルシリカ（平均粒子サイズ：１００ｎｍ）　　　　　　　　２．０部
メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．４部
（その他成分）
ステアリン酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．０部
ブチルステアレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．０部
ポリイソシアネート（東ソー社製コロネート（登録商標））　　　　２．５部
（仕上げ添加溶媒）
シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００．０部
メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００．０部
【００８６】
（調製方法）
　上記磁性液の各種成分を、バッチ式縦型サンドミルにおいて分散メディアとしてビーズ
を用いてビーズ分散することにより、磁性液を調製した。ビーズとしてはジルコニアビー
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ズ（ビーズ径：表１参照）を用いて、表１に記載の時間（磁性液ビーズ分散時間）、ビー
ズ分散を行った。
　こうして得られた磁性液、上記の研磨剤液、シリカゾル、その他成分および仕上げ添加
溶媒を混合し５分間ビーズ分散した後、バッチ型超音波装置（２０ｋＨｚ、３００Ｗ）で
０．５分間処理（超音波分散）を行った。その後、０．５μｍの孔径を有するフィルタを
用いてろ過を行い磁性層形成用組成物を調製した。
【００８７】
＜非磁性層形成用組成物の調製＞
　下記の非磁性層形成用組成物の各種成分のうち、ステアリン酸、ブチルステアレート、
シクロヘキサノンおよびメチルエチルケトンを除いた成分を、バッチ式縦型サンドミルを
用いてビーズ分散（分散メディア：ジルコニアビーズ（ビーズ径：０．１ｍｍ）、分散時
間：表１参照）して分散液を得た。その後、得られた分散液に残りの成分を添加し、ディ
ゾルバー撹拌機により撹拌した。次いで、得られた分散液をフィルタ（孔径０．５μｍ）
を用いてろ過し、非磁性層形成用組成物を調製した。
【００８８】
非磁性無機粉末：α－酸化鉄　　　　　　　　　　　　　　　　１００．０部
　平均粒子サイズ（平均長軸長）：０．１５μｍ
　平均針状比：７
　ＢＥＴ比表面積：５２ｍ2／ｇ
カーボンブラック　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０．０部
　平均粒子サイズ：２０ｎｍ
電子線硬化型塩化ビニル共重合体                              １３．０部
電子線硬化型ポリウレタン樹脂                                  ６．０部
ステアリン酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．０部
ブチルステアレート                                      　　　１．０部
シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３００．０部
メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３００．０部
【００８９】
＜バックコート層形成用組成物の調製＞
　下記のバックコート層形成用組成物の各種成分のうち、ステアリン酸、ブチルステアレ
ート、ポリイソシアネートおよびシクロヘキサノンを除いた成分をオープンニーダにより
混練および希釈して混合液を得た。その後、得られた混合液に対して横型ビーズミルによ
り、ビーズ径１．０ｍｍのジルコニアビーズを用い、ビーズ充填率８０体積％およびロー
ター先端周速１０ｍ／秒で、１パスあたりの滞留時間を２分とし、１２パスの分散処理を
行った。その後、得られた分散液に残りの成分を添加し、ディゾルバー撹拌機により撹拌
した。次いで、得られた分散液をフィルタ（孔径：１．０μｍ）を用いてろ過し、バック
コート層形成用組成物を調製した。
【００９０】
非磁性無機粉末：α－酸化鉄　　　　　　　　　　　　　　　　　８０．０部
　平均粒子サイズ（平均長軸長）：０．１５μｍ
　平均針状比：７
　ＢＥＴ比表面積：５２ｍ2／ｇ
カーボンブラック　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０．０部
　平均粒子サイズ：２０ｎｍ
塩化ビニル共重合体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３．０部
スルホン酸塩基含有ポリウレタン樹脂　　　　　　　　　　　　　　６．０部
フェニルホスホン酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．０部
メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５５．０部
ステアリン酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．０部
ブチルステアレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．０部



(21) JP 6903801 B2 2021.7.14

10

20

30

40

50

ポリイソシアネート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０部
シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５５．０部
【００９１】
＜磁気テープの作製＞
  ポリエチレンナフタレート支持体上に、非磁性層形成用組成物を塗布し乾燥させた後、
１２５ｋＶの加速電圧で４０ｋＧｙのエネルギーとなるように電子線を照射して非磁性層
を形成した。
　形成した非磁性層の表面上に磁性層形成用組成物を塗布して塗布層を形成した。この塗
布層が湿潤状態にあるうちに、表１に記載の雰囲気温度（磁性層乾燥温度）の雰囲気中で
異極対向磁石を用いて表１の「磁性層の形成と配向」欄に記載の強度の磁場を塗布層の表
面に対して垂直方向に印加して垂直配向処理および乾燥処理を行い、磁性層を形成した。
　その後、上記支持体の、非磁性層および磁性層を形成した表面とは反対側の表面上に、
バックコート層形成用組成物を塗布し乾燥させた。
  その後、金属ロールのみから構成されるカレンダロールを用いて、カレンダ処理速度８
０ｍ／ｍｉｎ、線圧３００ｋｇ／ｃｍ（２９４ｋＮ／ｍ）、および表１に記載のカレンダ
温度（カレンダロールの表面温度）の条件下で、表面平滑化処理（カレンダ処理）を行っ
た。
　その後、雰囲気温度７０℃の環境で３６時間熱処理を行った。熱処理後、１／２インチ
（１インチは０．０２５４メートル）幅にスリットし、スリット品の送り出しおよび巻き
取り装置を持った装置に不織布とカミソリブレードが磁性層表面に押し当たるように取り
付けたテープクリーニング装置で磁性層の表面のクリーニングを行った。その後、市販の
サーボライターによって磁性層にＬＴＯ Ｕｌｔｒｉｕｍフォーマットにしたがう配置お
よび形状のサーボパターン（タイミングベースサーボパターン）を形成した。
　以上により、実施例１の磁気テープを作製した。
【００９２】
［実施例２、４、比較例１～４、６、参考例１～４］
　表１に記載の各種項目を表１に記載のように変更した点以外、実施例１と同様の方法に
より磁気テープを作製した。各層の厚みは、各層形成用組成物の塗布量によって調整した
。
　表１中、「磁性層の形成と配向」欄に「配向処理なし」と記載されている比較例および
参考例は、磁性層形成用組成物の塗布層について配向処理を行わずに磁気テープを作製し
た。
【００９３】
［実施例３］
　実施例１と同様にポリエチレンナフタレート支持体上に非磁性層を形成した後、非磁性
層の表面上に乾燥後の厚みが５０ｎｍになるように磁性層形成用組成物を塗布して第一の
塗布層を形成した。この第一の塗布層を、磁場の印加なしに表１に記載の雰囲気温度（磁
性層乾燥温度）の雰囲気中を通過させて第一の磁性層（配向処理なし）を形成した。
　その後、第一の磁性層の表面上に乾燥後の厚みが５０ｎｍになるように磁性層形成用組
成物を塗布して第二の塗布層を形成した。この第二の塗布層が湿潤状態にあるうちに、表
１に示す雰囲気温度（磁性層乾燥温度）の雰囲気中で異極対向磁石を用いて表１の「磁性
層の形成と配向」欄に記載の強度の磁場を第二の塗布層の表面に対して垂直方向に印加し
て垂直配向処理および乾燥処理を行い、第二の磁性層を形成した。
　以上のように重層磁性層を形成した点以外、実施例１と同様の方法により磁気テープを
作製した。
【００９４】
［比較例５］
　実施例１と同様にポリエチレンナフタレート支持体上に非磁性層を形成した後、非磁性
層の表面上に乾燥後の厚みが５０ｎｍになるように磁性層形成用組成物を塗布して第一の
塗布層を形成した。この第一の塗布層が湿潤状態にあるうちに、表１に記載の雰囲気温度
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（磁性層乾燥温度）の雰囲気中で異極対向磁石を用いて表１の「磁性層の形成と配向」欄
に記載の強度の磁場を第一の塗布層の表面に対して垂直方向に印加して垂直配向処理およ
び乾燥処理を行い、第一の磁性層を形成した。
　その後、第一の磁性層の表面上に乾燥後の厚みが５０ｎｍになるように磁性層形成用組
成物を塗布して第二の塗布層を形成した。この第二の塗布層を、磁場の印加なしに表１に
記載の雰囲気温度（磁性層乾燥温度）の雰囲気中を通過させて第二の磁性層（配向処理な
し）を形成した。
　以上のように重層磁性層を形成した点以外、実施例１と同様の方法により磁気テープを
作製した。
【００９５】
［測定方法］
（１）磁性層表面粗さＲａ
　原子間力顕微鏡（ＡＦＭ、Ｖｅｅｃｏ社製Ｎａｎｏｓｃｏｐｅ４）をタッピングモード
で用いて、磁気テープの磁性層表面において測定面積４０μｍ×４０μｍの範囲を測定し
、中心線平均表面粗さＲａ（磁性層表面粗さＲａ）を求めた。探針としてはＢＲＵＫＥＲ
社製ＲＴＥＳＰ－３００を使用し、スキャン速度（探針移動速度）は４０μｍ／秒、分解
能は５１２ｐｉｘｅｌ×５１２ｐｉｘｅｌとした。
【００９６】
（２）非磁性支持体および各層の厚み
　作製した各磁気テープの磁性層、非磁性層、非磁性支持体およびバックコート層の厚み
を以下の方法によって測定した。測定された各種厚み、および各種厚みから算出された磁
気テープ総厚を、表１に示す。
　ここで測定された磁性層、非磁性層および非磁性支持体の厚みを、以下の屈折率の算出
のために用いた。
（ｉ）断面観察用試料の作製
　特開２０１６－１７７８５１号公報の段落０１９３～０１９４に記載の方法にしたがい
、磁気テープの磁性層側表面からバックコート層側表面までの厚み方向の全領域を含む断
面観察用試料を作製した。
（ｉｉ）厚み測定
　作製した試料をＳＴＥＭ観察し、ＳＴＥＭ像を撮像した。このＳＴＥＭ像は、加速電圧
３００ｋＶおよび撮像倍率４５００００倍で撮像したＳＴＥＭ －ＨＡＡＤＦ（Ｈｉｇｈ
－Ａｎｇｌｅ　Ａｎｎｕｌａｒ　Ｄａｒｋ　Ｆｉｅｌｄ）像であり、１画像に、磁気テー
プの磁性層側表面からバックコート層側表面までの厚み方向の全領域が含まれるように撮
像した。こうして得られたＳＴＥＭ像において、磁性層表面を表す線分の両端を結ぶ直線
を、磁気テープの磁性層側表面を表す基準線として定めた。上記の線分の両端を結ぶ直線
とは、例えば、ＳＴＥＭ像を、断面観察用試料の磁性層側が画像の上方に位置しバックコ
ート層側が下方に位置するように撮像した場合には、ＳＴＥＭ像の画像（形状は長方形ま
たは正方形）の左辺と上記線分との交点とＳＴＥＭ像の右辺と上記線分との交点とを結ぶ
直線である。同様に磁性層と非磁性層との界面を表す基準線、非磁性層と非磁性支持体と
の界面を表す基準線、非磁性支持体とバックコート層との界面を表す基準線、磁気テープ
のバックコート層側表面を表す基準線を定めた。
　磁性層の厚みは、磁気テープの磁性層側表面を表す基準線上の無作為に選んだ１箇所か
ら、磁性層と非磁性層との界面を表す基準線までの最短距離として求めた。同様に、非磁
性層、非磁性支持体およびバックコート層の厚みを求めた。
【００９７】
（３）磁性層のΔＮ
　以下では、エリプソメーターとしてウーラム社製Ｍ－２０００Ｕを使用した。２層モデ
ルまたは１層モデルの作成およびフィッティングは、解析ソフトとしてウーラム社製ＷＶ
ＡＳＥ３２を使用して行った。
　（ｉ）非磁性支持体の屈折率測定



(23) JP 6903801 B2 2021.7.14

10

20

30

40

50

　各磁気テープから測定用試料を切り出した。未使用の布にフレッシュなメチルエチルケ
トンを染み込ませ、この布を用いて測定用試料のバックコート層をふき取り除去して非磁
性支持体表面を露出させた後、露出した表面の反射光がこの後に行われるエリプソメータ
ーでの測定において検出されないように、この表面をサンドペーパーにより粗面化した。
　その後、未使用の布にフレッシュなメチルエチルケトンを染み込ませ、この布を用いて
測定用試料の磁性層および非磁性層をふき取り除去した後、シリコンウェハー表面と粗面
化した表面とを静電気を利用して貼り付けることにより、測定用試料を、磁性層および非
磁性層を除去して露出した非磁性支持体表面（以下、「非磁性支持体の磁性層側表面」と
記載する。）を上方に向けてシリコンウェハー上に配置した。
　エリプソメーターを用いて、このシリコンウェハー上の測定用試料の非磁性支持体の磁
性層側表面に先に記載したように入射光を入射させてΔおよびΨを測定した。得られた測
定値および上記（２）で求めた非磁性支持体の厚みを用いて、先に記載した方法によって
非磁性支持体の屈折率（長手方向における屈折率、幅方向における屈折率、長手方向から
入射光を入射させて測定される厚み方向における屈折率、および幅方向から入射光を入射
させて測定される厚み方向における屈折率）を求めた。
（ｉｉ）非磁性層の屈折率測定
　各磁気テープから測定用試料を切り出した。未使用の布にフレッシュなメチルエチルケ
トンを染み込ませ、この布を用いて測定用試料のバックコート層をふき取り除去して非磁
性支持体表面を露出させた後、露出した表面の反射光がこの後に行われる分光エリプソメ
ーターでの測定において検出されないように、この表面をサンドペーパーにより粗面化し
た。
　その後、未使用の布にフレッシュなメチルエチルケトンを染み込ませ、この布を用いて
測定用試料の磁性層表面を軽くふき取り磁性層を除去して非磁性層表面を露出させた後、
上記（ｉ）と同様にシリコンウェハー上に測定用試料を配置した。
　このシリコンウェハー上の測定用試料の非磁性層表面について、エリプソメーターを用
いて測定を行い、分光エリプソメトリーにより、先に記載した方法によって非磁性層の屈
折率（長手方向における屈折率、幅方向における屈折率、長手方向から入射光を入射させ
て測定される厚み方向における屈折率、および幅方向から入射光を入射させて測定される
厚み方向における屈折率）を求めた。
　（ｉｉｉ）磁性層の屈折率測定
　各磁気テープから測定用試料を切り出した。未使用の布にフレッシュなメチルエチルケ
トンを染み込ませ、この布を用いて測定用試料のバックコート層をふき取り除去して非磁
性支持体表面を露出させた後、露出した表面の反射光がこの後に行われる分光エリプソメ
ーターでの測定において検出されないように、この表面をサンドペーパーにより粗面化し
た。
　その後、測定用試料を、上記（ｉ）と同様にシリコンウェハー上に測定用試料を配置し
た。
　このシリコンウェハー上の測定用試料の磁性層表面について、エリプソメーターを用い
て測定を行い、分光エリプソメトリーにより、先に記載した方法によって磁性層の屈折率
（長手方向における屈折率Ｎｘ、幅方向における屈折率Ｎｙ、長手方向から入射光を入射
させて測定される厚み方向における屈折率Ｎｚ1、および幅方向から入射光を入射させて
測定される厚み方向における屈折率Ｎｚ2）を求めた。求められた値から、Ｎｘｙ、Ｎｚ
を求め、更にこれらの差分の絶対値ΔＮを求めた。実施例、比較例および参考例のいずれ
の磁気テープについても、求められたＮｘｙは、Ｎｚより大きな値（即ちＮｘｙ＞Ｎｚ）
であった。
【００９８】
（４）垂直方向角型比（ＳＱ；Ｓｑｕａｒｅｎｅｓｓ　Ｒａｔｉｏ）
　磁気テープの垂直方向角型比とは、磁気テープの垂直方向において測定される角型比で
ある。角型比に関して記載する「垂直方向」とは、磁性層表面と直交する方向をいう。実
施例、比較例および参考例の各磁気テープについて、振動試料型磁束計（東英工業社製）
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を用いて、２３℃±１℃の測定温度において、磁気テープに外部磁場を最大外部磁場１１
９４ｋＡ／ｍ（１５ｋＯｅ）かつスキャン速度４．８ｋＡ／ｍ／秒（６０Ｏｅ／秒）の条
件で掃引して垂直方向角型比を求めた。測定値は反磁界補正後の値であり、振動試料型磁
束計のサンプルプローブの磁化をバックグラウンドノイズとして差し引いた値として得る
ものとする。一態様では、磁気テープの垂直方向角型比は０．６０以上１．００以下であ
ることが好ましい。また、一態様では、磁気テープの垂直方向角型比は、例えば０．９０
以下、０．８５以下、または０．８０以下であることもでき、これらの値を上回ることも
できる。
【００９９】
（５）サーボ信号再生時の信号欠陥（サーマルアスペリティ）発生頻度
　実施例、比較例および参考例の各磁気テープをサーボ試験機に取り付けた。このサーボ
試験機において各磁気テープを走行させ、走行している磁気テープの磁性層表面とＭＲ素
子を搭載したサーボヘッドとを接触させ摺動させることにより、上記サーボヘッドによっ
てサーボパターンの読み取り（サーボ信号の再生）を行った。再生によって得られたサー
ボ信号の再生波形の中で、正常なバースト信号ではなく、かつノイズレベルの出力の平均
値を１００％として２００％以上の出力を示している部分をサーマルアスペリティと判定
して、サーマルアスペリティの発生回数をカウントした。カウントされたサーマルアスペ
リティの発生回数を磁気テープ全長で除した値（回数／ｍ）を、信号欠陥（サーマルアス
ペリティ）の発生頻度とした。
【０１００】
　以上の結果を、表１（表１－１～表１－４）に示す。
【０１０１】
【表１－１】

【０１０２】
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【表１－２】

【０１０３】
【表１－３】

【０１０４】
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【表１－４】

【０１０５】
　参考例１～４と比較例１～６との対比により、磁気テープ総厚が５．３０μｍ超の場合
（参考例１および２）、ならびに磁性層表面粗さＲａが１．８ｎｍ超の場合（参考例３お
よび４）と比べ、磁気テープ総厚が５．３０μｍ以下であり、かつ磁性層表面粗さＲａが
１．８ｎｍ以下の場合には、サーボ信号再生時に信号欠陥の発生頻度が顕著に増加するこ
とが確認された（比較例１～６）。
　これに対し実施例１～４の磁気テープは、総厚が５．３０μｍ以下であり、かつ磁性層
表面粗さＲａが１．８ｎｍ以下であるものの、比較例１～６の磁気テープと比べてサーボ
信号再生時に信号欠陥の発生頻度が大きく低減された。
　なお一般に、角型比は磁性層における強磁性粉末の存在状態の指標として知られている
。ただし、表１に示すように、垂直方向角型比が同じ磁気テープであってもΔＮは相違し
ている（例えば実施例３、４、比較例５）。このことは、ΔＮは、磁性層における強磁性
粉末の存在状態に加えて他の要因の影響も受ける値であることを示していると本発明者は
考えている。
【産業上の利用可能性】
【０１０６】
　本発明の一態様は、高密度記録用磁気テープの技術分野において有用である。
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